
様式第２号（第６条関係）

１．経費の明細 （単位：円）

２．今年度に実施する活性化事業（補助金相当分） （単位：円） （単位：円）

-

山梨県消費者行政活性化交付金市町村事業費補助金事業　事業計画書

交付金（補助金相
当分）対象経費

対象経費事業経費事業の概要

①消費生活相談機能整備・強化事業（新設・増設・拡充）

-

③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テスト）

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理委員会）

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の活用）

⑤消費生活相談員養成事業（研修参加支援）

事業名

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化に関する
事業（先進性・モデル性の高い事業）

合計

⑭消費者安全法第46条第２項に基づく法定受託事務

⑥消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支援）

⑧消費生活相談体制整備事業

⑨地域社会における消費者問題解決力の強化に関する
事業（消費者の安心・安全を確保するための取組）
⑩地域社会における消費者問題解決力の強化に関する
事業（地域の多様な主体等との連携の強化を図るための
事業）
⑪地域社会における消費者問題解決力の強化に関する
事業（事業者指導や法執行等）

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に関する
事業（先駆的事業）

平成 年度

負担区分
事業経費

県補助金 市町村



３．活性化事業の詳細（補助金相当分）

（強化）

⑭消費者安全法第46条第２項に基づく法定受託事務
（既存）

（強化）

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化に関する
事業（先進性・モデル性の高い事業）

⑩地域社会における消費者問題解決力の強化に関する
事業（地域の多様な主体等との連携の強化を図るための
事業）

（既存）

（強化）

（既存）

⑪地域社会における消費者問題解決力の強化に関する
事業（事業者指導や法執行等）

（既存）

（強化）

⑧消費生活相談体制整備事業
（既存）

（強化）

⑨地域社会における消費者問題解決力の強化に関する
事業（消費者の安心・安全を確保するための取組）

（既存）

（強化）

⑥消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）
（既存）

（強化）

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支援）
（既存）

（強化）

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理委員会）
（既存）

（強化）

⑤消費生活相談員養成事業（研修参加支援）
（既存）

（強化）

（強化）

（強化）

（既存）

③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テスト）
（既存）

（強化）

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に関する
事業（先駆的事業）

（既存）

（強化）

事業名 基金条例制定時（Ｈ21年3月18日）の事業・機能と強化を図ろうとする事業・機能

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の活用）

①消費生活相談機能整備・強化事業（新設・増設・拡充）

（既存）



４．消費生活相談員養成事業の参加・受入要望（市町村分。該当する場合に記載）

５．消費生活相談体制整備事業実施計画（市町村分。該当する場合に記載）

人

人

人

６．消費者行政予算について

７．市町村の消費生活相談員の配置について

※事業を実施する当該年度

③今年度 ④20年度差（③－①） ⑤前年度差（③－②）

人時間／年

対象人員数
（勤務時間、日数等の拡大）

追加的総業務量（総時間）

千円千円消費者行政予算 千円 千円千円

対象人員数
（報酬引上げ）

対象人員数計 追加的総費用

①平成20年度

うち委託等の相談員 前年度末 相談員数

消費生活相談員の配置 前年度末

相談員数

相談員数

うち定数内の相談員 前年度末

人

相談員総数

人 今年度末予定 相談員数 人

うち定数外の相談員 前年度末 相談員数 人 今年度末予定

人 今年度末予定

人相談員総数

人

人 今年度末予定

相談員数

千円うち交付金（補助金相当分）対象の定数内職員の時間外勤務手当

千円

千円

人

人日

うち交付金（補助金相当分）対象の賃料、人件費等 千円

千円

千円

参加者数

千円 千円

法人募集型
実地研修受入人数

年間実地研修受入総日数

うち交付金（補助金相当分）対象外経費 千円

千円

うち交付金（補助金相当分）対象経費

②前年度

千円 千円

実施形態 研修参加・受入要望

自治体参加型
人

千円

千円 千円

年間研修総日数 人日



８．今年度の市町村の相談員の処遇改善に向けた取組

①報酬の向上

９．地方消費者行政活性化基金管理運営要領別添２第２に係る特例について

※上記①において、有の場合は、首長表明を行ったことが分かる書類を添付してください。

具体的内容

②研修参加支援

③就労環境の向上

④その他

処遇改善の取組

①前年度における首長表明の有無

②前年度における雇止めの有無



様式第６号（第９条関係）

１．経費の明細 （単位：円）

２．今年度に実施した活性化事業（補助金相当分） （単位：円） （単位：円）

⑭消費者安全法第46条第２項に基づく法定受託事務

増減（Ｂ）＝（Ａ－Ｂ）

事業経費
負担区分

県補助金 市町村

今年度精算額（Ａ） 今年度予算額（Ｂ）

事業経費
負担区分

県補助金 市町村
事業経費

負担区分

県補助金 市町村

合計

事業名

- -

事業経費事業の概要

山梨県消費者行政活性化交付金市町村事業費補助金事業　事業実績報告書

交付金（補助金相
当分）対象経費

対象経費

①消費生活相談機能整備・強化事業（新設・増設・拡充）

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の活用）

③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テスト）

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理委員会）

⑤消費生活相談員養成事業（研修参加支援）

⑥消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支援）

⑧消費生活相談体制整備事業

⑨地域社会における消費者問題解決力の強化に関する
事業（消費者の安心・安全を確保するための取組）
⑩地域社会における消費者問題解決力の強化に関する
事業（地域の多様な主体等との連携の強化を図るための
事業）
⑪地域社会における消費者問題解決力の強化に関する
事業（事業者指導や法執行等）

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に関する
事業（先駆的事業）

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化に関する
事業（先進性・モデル性の高い事業）



３．活性化事業の詳細（補助金相当分）

⑭消費者安全法第46条第２項に基づく法定受託事務
（既存）

（強化）

⑩地域社会における消費者問題解決力の強化に関する
事業（地域の多様な主体等との連携の強化を図るための
事業）

（既存）

（強化）

③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テスト）
（既存）

（強化）

⑤消費生活相談員養成事業（研修参加支援）
（既存）

（強化）

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に関する
事業（先駆的事業）

（既存）

（強化）

（既存）

（強化）

⑪地域社会における消費者問題解決力の強化に関する
事業（事業者指導や法執行等）

（既存）

（強化）

⑨地域社会における消費者問題解決力の強化に関する
事業（消費者の安心・安全を確保するための取組）

（既存）

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支援）
（既存）

（強化）

（強化）

（既存）

（強化）

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理委員会）
（既存）

（強化）

⑥消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）

①消費生活相談機能整備・強化事業（新設・増設・拡充）
（既存）

（強化）

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の活用）

事業名 基金条例制定時（平成21年3月18日）の事業・機能と強化を図った事業・機能

（強化）
⑧消費生活相談体制整備事業

（既存）

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化に関する
事業（先進性・モデル性の高い事業）

（既存）

（強化）



４．消費生活相談員養成事業の参加・受入実績（該当する場合に記載）

５．消費生活相談体制整備事業実施実績（該当する場合に記載）

人

人

人

６．消費者行政予算について

７．市町村の消費生活相談員の配置実績について

⑤前年度差（③－②）

千円

千円

うち交付金（補助金相当分）対象の賃料、人件費等

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円 千円

千円

①平成20年度 ②前年度 ③今年度

千円

千円

④20年度差（③－①）

千円

千円

千円

千円

千円千円

うち交付金（補助金相当分）対象経費

うち交付金（補助金相当分）対象の定数内職員の時間外勤務手当

人人 今年度末 相談員数うち委託等の相談員 前年度末 相談員数

人

うち定数外の相談員 前年度末 相談員数 人 今年度末 相談員数 人

人

うち定数内の相談員 前年度末 相談員数 人 今年度末 相談員数

年間実地研修受入総日数

人時間／年

消費生活相談員の配置 前年度末 相談員総数

消費者行政予算

うち交付金（補助金相当分）対象外経費

対象人員数
（勤務時間、日数等の拡大）

追加的総業務量（総時間）

自治体参加型
参加者数

年間研修総日数

法人募集型
実地研修受入人数

人

人日

実施形態 研修参加・受入実績

対象人員数
（報酬引上げ）

対象人員数計

人 今年度末 相談員総数

人

人日

追加的総費用

千円



８．今年度の市町村の相談員の処遇改善に向けた取組実績
具体的内容

②研修参加支援

③就労環境の向上

④その他

①報酬の向上

処遇改善の取組


